  5.　避難所の運営　

	

	【問題提起】

　避難所の問題は阪神・淡路大震災において提起され、中越地震の際には一定程度克服されたと考えられてきましたが、東日本大震災で、改めて大きな問題として浮上しました。それは、今回の災害がきわめて広域的だったからという理由づけではすまされない課題です。また、新たな課題である福祉避難所の検証も求められています。

①　避難所の地域格差

　　被災地域の広域な広がりは、地形条件なども大きく異なったことにより、地域によって異なった避難所の運営が行われました。また原発事故の避難者は、自主避難した人びとも多数存在し、福島県外に避難した人びとに災害救助法に基づく借り上げ住宅（みなし仮設）制度が適用されないという問題も生じています。

②　福祉避難所

　　東日本大震災の特徴の１つに福祉避難所の設置、運営があげられます。福祉避難所は、2008年に国が設置ガイドラインを策定し、おおむね10人の要援護者に１人の介助員を配置することを求めたものです。東日本大震災でどのように機能したか、しなかったかの検証が求められます。

③　災害弱者の避難先と情報把握

　　東日本大震災のような大規模な避難者の発生は避難所に避難した人びとだけでなく、自主避難した人びともあって、その後の借上げ住宅（みなし仮設）制度の運用にも引き継ぐ問題となりました。そして、どこに、どう避難したのか、自治体としての実態把握が困難になる事態も生じました。

	


【処方箋－１】被災者の立場にたって避難所を運営する
　避難所には住まいを失った、失いかけている多くの被災者が集まります。そこには高齢者、くわえて介護・介助を要する高齢者、独居や高齢者のみの世帯、介護する側の家族もいます。また地域には障害者とその家族もいますし、妊産婦や乳幼児もいます。授乳の必要な乳児もいます。そしてアトピー患者という年齢を問わない闘病中の人たちもいます。そのような中で常用の薬剤を被災で服用できない、あるいは透析の必要な人たちが通院できない、などといった問題の解決が個人では無理な人たちもいます。女性の避難者にとって間仕切りのない避難所での着替えは困難を伴うと同時に、女性にとってトイレの自由な利用はかなり難しいこともしばしばあります。また、三度の食事の確保、十分に必要な睡眠の確保、そして必要な医療と健康や保健の相談は後回しにできませんし、風呂の設置も緊急課題です。こうしたごく日常的な課題を直視し、災害時に対応できる余力を、平時から自治体がハード面だけでなくソフト面を含めて用意すべきです。もちろんそれを担う自治体職員等の人材も含めてです。
　当事者である被災者の立場にたって考えるとわかりやすく、避難所や仮設住宅の入居者ひとりひとりの基本的なプライバシーが守られるかどうかは大きなポイントです。また、女性の単身者あるいは母子世帯の入居者の立場にたってみることも重要です。近隣から「生活音」が聞こえてきて耐えられない、隣近所がふと見えるというレベルだけの問題ではなく、洗濯物などを安心して干せるかや乳児に対する哺乳が気兼ねなく安心してできるか、学校に上がる前の子どもたちの育児や発達過程への不安、子育て一般の情報不足への不安など、女性の視点から見ると、おそらく不安だらけだろうと思われます。新聞でも取り上げられましたが、アトピーの子どもをかかえる保護者は本当に大変でした。こういったあたりも丁寧に考えたいところです。避難所や仮設住宅とは言え、ごく普通の人々の「住まい」であり、地域の事情などで２年、３年と居住期間が長引くことがあり得るかもしれないのですから。

　また、これもすでに指摘されている事柄なのですが、高齢者や障害者等にとって使いやすい設計、建物群の配置となっているかも考えるべきです。何よりも、コミュニティを維持するための物理的な場所があるかどうかです。おそらく、まずなかなかそうした「居場所」はないと思います。いわゆるどこにでもある「集会所」の類いなのですが、それがまずありません。また、何でも気安く相談できる「場」（コーナー）とプロフェッショナルの相談者が常設あるいは配置されているかは、重ねて問われるべきでしょう。もっと被災者の視点にたったきめ細かい施策とそれをコーディネートする人材が確保される必要があります。

　個人では災害発生時には対応できないことが多々あり、厚生労働省も「避難所における支援」として大要次の留意点を掲げています。

	

	資料 ― 厚生労働省関係の災害時要援護者対策
①　生活環境の改善（畳・マット・カーペットなど）。

②　トイレ、風呂の確保。（仮設トイレなど）。

③　プライバシーの確保（間仕切りなど）。

④　暑さ、寒さ対策（冷暖房設備の設置）。

⑤　日常生活機器の確保（洗濯機、乾燥機など）。

⑥　食事メニューの多様化、適温食の提供、栄養バランスの確保。

⑦　避難住民の健康・衛生面の管理、心のケア、住宅相談。

⑧　迅速かつ具体的な情報提供（視覚障害者に対する文字放送機器による提供など）。

⑨　女性への配慮（男性用トイレと女性用トイレを衝立で仕切るなど）。

⑩　高齢者、障害者等要援護者への配慮（相談窓口の設置、ヘルパーの派遣、洋式仮設トイレの確保、紙おむつ、ストーマ用装具等の消耗機材の確保など）。

出典：「厚生労働省関係の災害時要援護者対策」　厚生労働省災害救助・救援対策室　2008

	


　消防庁が2012年７月３日に公表した「災害時要援護者の避難支援策の調査結果」をみますと、東日本大震災後の調査ということもあって、かなりの実務的進行度を見て取ることができます。
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　　　（註）「災害時要援護者の避難支援策の調査結果」（2012年７月３日）の「市町村にお

　　　　　ける全体計画・災害時要援護者名簿・個別計画の策定・整備状況（都道府県別）」

　　　　　から2011年度までの策定済みの自治体数をまとめ直した。（　）内は％である。

　策定率の高いところとそうでないところとが混在していますが、その内容はここでは判断できません。いざというときに被災者に有効に機能する計画が期待されるのは当然のことですし、そのためには住民の計画策定への関与も急がれる必要があるでしょう。

　繰り返しますが、一時的な避難所やあるいは一時的な仮設住宅であっても、ディーセント・ハウジングに値するか否か、という視点で見る必要があるように思われます。確かに本格復旧までの移行的な段階ですから、とりあえず一時の避難場所としての避難所であることは間違いないことです。あるいは、本格的な復興住宅に向けての繋ぎのための仮設住宅であるかもしれません。それにもかかわらずこだわって言うべきは、そこでもディーセント・ワークに匹敵する、ディーセント・ハウジングという考え方、発想の仕方があっても良いのではないでしょうか。
【処方箋－２】福祉避難所の教訓を生かす

　2008年に国が示した「福祉避難所」は、当初大きな期待感に包まれました。では東日本大震災では、具体的にどのように機能したでしょうか。周囲の援護を要する被災した人たちにどのような具体的な成果があったでしょうか。必要とするケアやサポートは確保されたのでしょうか。それ以前に施設の指定はどのような実態であったのでしょうか。ここは丁寧に検証されるべきです。
　福祉避難所は阪神・淡路大震災のときには制度的には存在しませんでした。阪神・淡路大震災発災後には直接的に地震で死に至るのではなく、避難所や仮設住宅の中で、介護や介助を十分に受けられず結果として死に至る「災害関連死」という現象をうみ出しました。いわば災害弱者の特徴的な存在を示したものでした。

　その後の大小の自然災害の発生を経て、厚生労働省は「福祉避難所設置・運営に関するガイドライン」を2008年にまとめ、都道府県でばらつきはあるものの「福祉避難所」が指定されていきました。しかし、施設の「指定」と実際に発災後に機能するかは別の問題です。岩手、宮城、福島の三県では指定状況はどうであったでしょうか。

　2012年9月現在で厚生労働省が「福祉避難所指定状況調査」として調査結果を公開したものによると、福祉避難所を指定している自治体は全国1,742自治体の内981自治体にとどまっていました。最高の指定済みの比率を示したのが徳島県、福岡県、大分県の100％でした。都道府県間のばらつきもさることながら、その内容も精査される必要があります。
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　緊急避難時の福祉避難所がどれだけ住民に周知されていたかはかなり疑問ですし、東日本大震災の事例では多くの場合、一時避難所を複数経由して「たどり着く」状況でした。要するに、一般の避難所には「居づらい」、周囲を気にして自宅に戻ろうとして戻れず、ようやく福祉避難所にいきつく、という事象が少なからず見られました。その意味では、被災した介護を要する高齢者や、障害を持つ人の多くは、一時避難所から施設へという「たらい回し」のような実態に置かれました。反対に一般の避難所にはまず重度の「障害者はいない」という状況でした。福祉避難所が本来の趣旨とは異なり、介護を常時必要とする高齢者や、重度の障害者のみを収容するという施設的様相すらうかがえました。

　制度の趣旨からいえば、福祉避難所は介護を常時必要とする高齢者や障害者だけでなく妊産婦、乳幼児、病弱者を含む何らかの特別な配慮・対応を必要とする人たちが安心して避難できる場所を指します。ところが実際には、介護を常時必要とする高齢者や障害者ばかりを集めたかのような印象が持たれるのはなぜでしょうか。

　阪神・淡路大震災の時から何が変わったか、といえば、「福祉避難所」という言葉ができ、その運用のガイドラインもできたことに尽きます。反対に何が変わらなかったか、といえば、機能しない収容型の施設にとどまったのではないか、ということでしょう。

　厚生労働省の前述の「災害時要援護者対策」には多岐にわたる指摘事項があって、かなりの制度設計が行われたことを推測させます。たとえば特別な配慮として「おおむね10人の対象者に１人の相談等に当たる介助員等の配置」などが盛り込まれていますし、「福祉避難所設置・運営に関するガイドライン」には詳細な区分の元に施策を立てています。問題は、それを具体的に担う人材、ここを運営するコーディネーターの役割をだれが担うか、という点です。

　都道府県や政令指定都市には保健所があり、保健師が配置されています。こうした専門職が福祉避難所の運営にあたることと、保健、福祉、医療、介護といった重なり合う領域をパーソナルサポート型の施策を展開できる条件がなければ成功しません。その意味でも東日本大震災では福祉避難所のあり方に相当に改善の余地があることを明瞭に示しました。

【処方箋－３】自宅での避難に対応する

　発災に備え、非常用の水・食糧、防災物品を備えておくことは重要です。しかし、危険が予想される場合は、いつでも避難できるよう備えるべきです。発災後に行政は、自宅避難者の数や状態について一日も早く把握することが重要ですが、被災状況によっては、行政は緊急対応や避難所対応に追われ、自宅避難者の状況を確認できないことを想定した上で、外部の支援（警察や自衛隊やボランティアも含めて）を要請し、状況把握に努めなければなりません。また、自宅避難者に対する食糧・水などの支援を行うことが必要です。自宅避難者には、長期化することも想定し、近隣住民と助け合うこと、情報手段を確保すること、物資の支援を受けることなどが必要となります。日頃から、地域の関係者と意思疎通をはかることが必要です。さらに長期化する場合には、買い物、通院などの生活を維持するための交通手段の確保などが行政の課題となります。被災者も、行政等との連携を密にするべきです。

【処方箋－４】広域避難に対応する

　県内・県外の広域避難者対策では、「避難者カルテ」（仮称）の整備にいきあたります。東日本大震災では多くの避難者を生み出し、とくに福島原発事故関連で「全村避難」に近い事例も出ました。その中には県外への避難者もかなり発生しました。では、県外等への避難希望者の把握と確認はできたでしょうか。また、これらの被災者にとって、必要な医療サービスとその継続の確保はできたのでしょうか。同時に介護保険のサービスを受けていた世代にとって、必要な介護サービスとその継続の確保は避難先でできたのでしょうか。あるいは視点を変えると、県外への避難者にとって、かつてのコミュニティとの連絡や維持の可能性の追求はできないことなのでしょうか。「いつかは帰る」という住民の素朴な思いと同時に、毎日の生活のために県外避難や県内避難を余儀なくされる側への緊急の対策は平時から用意される必要があります。

　東日本大震災から約２年が経過した2013年４月に復興庁が公表した「全国の避難者等の数」では、全国の避難者は30万9,000人、依然として避難所にいるのは125人、住宅等に入居済みの被災者は29万4,000人、全国47都道府県に1,200市町村に分散している、という状態が示されています。

　また、自県外に避難等している被災者は、福島県から55,610人、宮城県から37,822人、岩手県から1,588人となっています。

　こうしたたくさんの県外避難者の存在に改めて驚かざるを得ません。県外避難者や県内避難者にとって必要不可欠な情報は届くのでしょうか。

　2012年８月26日付けの神戸新聞によると、福島原発からの自主避難者について、同紙が東京、茨城、栃木、千葉、埼玉、神奈川の１都５県に把握状況を取材したところ、うち４都県が把握していないとのことでした。

　多くは自主避難者ですが、把握できている県とできていない都県があることは何を意味するでしょうか。自主避難者も支援を必要とする人々のはずです。岩手・宮城・福島被災三県以外の都県からの自主避難者も相当に達することは想像できるだけに、放射線に不安を抱え、自主的に県外移動した避難者への支援の広がりが急がれます。

　第一義的には、広域避難者に対する「カルテ」のような追跡可能なデータの作成とその活用が急がれます。「避難者カルテ」（仮称）ともいうべきこの台帳の整備と必要なサービスの付加は決して難しいことではありません。被災者が「放っておかれるような」存在として疎外感を抱くことのないような、行政的対策は可能なはずです。広報誌１枚でも他府県・他の市町村へ転出した被災者に郵送で届けることは阪神・淡路大震災のあとでも見られました。

　「避難者カルテ」（仮称）は、災害時の多くの被災者を繋ぐ「糸」です。糸が切れたり、切られたりすると、被災者は立ち上がれません。

　被災者が県外避難したからといって「諦観の淵」に追い込まない配慮がなにより求められますし、平時からそうしたデータ整備を怠らないことが急がれます。ここには介護保険サービスや、保健所のもつデータ類たとえば身体障害者手帳交付台帳、療育手帳台帳、精神保健福祉手帳台帳なども含めて入念な作業が求められます。もちろん、個人情報がかなり多くあることですから、取り扱いは慎重であるべきですが、発災時には有機的な活用を促すことをあらかじめ明確にし、自治体も積極的に関与すべきです。

　その意味からも市町村の役割はきわめて大きいものがあります。コミュニティをふくめて、市町村の果たすべき役割はあらためて確認されるべきでしょう。

（女性の視点については第２部3.を参照）
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